
［３－Ｇ－０１］公共交通情報誌の発行 
 

分類 公共交通の利便性の向上 

細分類 各種情報提供 

実施主体 
相模原市公共交通整備促進協議会 

（相模原市長、相模原市議会議員、相模原市自治会連合会 他） 

実施時期

（期間） 
平成１５年１２月～ 

対象地域 相模原市内（まちづくりセンター、公民館等の出先機関の窓口等に配架） 

実施段階  継続中 

実施目的 
市民に公共交通の利便性向上に関する情報を提供することにより、公共交通の利用を促進す

るもの。 

コスト及び

財源 
相模原市補助金 

実施概要 

１．名称、発行部数、規格 

○相模原市公共交通ニュース 

・第１号      １５，０００部（平成２０年３月） 

・第２号      １５，０００部（平成２１年１月） 

・第３号      １５，０００部（平成２２年３月） 

・第４号      １５，０００部（平成２３年３月） 

・第５号      １０，０００部（平成２４年３月） 

・第６号      １０，０００部（平成２５年３月） 

・第７号      １０，０００部（平成２６年３月） 

・第８号      １０，０００部（平成２７年３月） 

・第９号      １０，０００部（平成２８年３月） 

・第１０号     １０，０００部（平成２９年３月） 

・第１１号     １０，０００部（平成３０年３月) 

・第１２号     １０，０００部（平成３１年３月） 

・第１３号      ６，０００部（令和 ２年３月） 

・第１４号      ６，０００部（令和 ３年３月） 

・第１５号      ６，０００部（令和 ４年３月） 

・第１６号      ６，０００部（令和 ５年３月） 

・第１７号      ５，０００部（令和 ６年３月） 

 

 ○さがみはら移動支援ブック   ２，５００部（令和６年３月） 

 

２．主な掲載事項 

○相模原市公共交通ニュース（第１７号） 

・公共交通の利用促進 

・公共交通に係る活動を紹介 

     ・田名バスターミナル供用開始１０周年 

     ・グリーンスローモビリティ運行支援事業 

・総合都市交通計画を周知 

・要望活動の実施 

 

○さがみはら移動支援ブック 

日常生活において、公共交通をはじめ今ある身近な移動手段を上手に使っていただくた

め、お住まいの地域で利用できる移動手段やその使い方などの情報を掲載。 
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３．配布場所 

○相模原市公共交通ニュース 

・まちづくりセンター、公民館等の出先機関の窓口に配架 

・市内で運行しているバス車両内での配架 

・交通政策課窓口 など 

 

  ○さがみはら移動支援ブック 

・まちづくりセンター、公民館等の出先機関の窓口に配架 

・交通政策課窓口 など 

 

 

相模原市公共交通ニュース（令和６年３月発行） 

（表面）                          （裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さがみはら移動支援ブック 

     （表面）                         （裏面） 
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実施結果 市民に公共交通の利便性向上に関する情報を提供し、公共交通の利用を促進した。 

その他 

課題等 
市民にとってより利便性の高い情報提供 

類似事例  

連絡先 
相模原市 都市建設局 まちづくり推進部 交通政策課 

電話 ０４２－７６９－１３９５（直通） 

備考 

相模原市ホームページ 

（相模原市公共交通ニュース） 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shisei/1026823/toshikotsu/1004813/1004833.html 

（さがみはら移動支援ブック） 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shisei/1026823/toshikotsu/1004813/1030377.html 
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［３－Ｇ－０２］バス運行情報システムの導入 
 

分類 公共交通の連続性や利便性の向上 

細分類 各種情報提供 

実施主体 神奈川中央交通株式会社及びグループ各社並びに相模原市 

実施時期

（期間） 
平成１９年度から順次実施 

対象地域 相模原市 

実施段階 本格実施 

実施目的 

 路線バス利用者が、インターネットに接続したコンピュータやスマートフォン等を用いてバスの運行

状況を随時把握できるようになることにより、外出時のバス待ち時間短縮などを通じて、乗客の利便

性を向上させる。 

コスト及び

財源 

相模原市バス利用促進等総合対策事業補助金 

バス事業者が実施するバス利用者の利便性の向上に資する事業に対して補助する 

１． バスロケーションシステム車載器設置事業 補助率１／４ 

２． バス総合案内システム設置事業（バス運行情報案内表示機を含む） 補助率１／５ 

実施概要 

１．バスロケーションシステムの概要 

 全地球測位システム（ＧＰＳ）等を活用して路線バスの運行位置等を計測し、インターネッ

ト網を介して、パソコンや携帯電話に運行情報を表示させる。 

 バス利用者は、乗りたいバスの到着予定時刻等の情報を得られるので、バスを待つ間のイラ

イラ感が解消される。また、自宅や職場にいながらにして運行情報が把握できるので、バス停

での待ち時間を短縮できるほか、外出時の予定を立てやすくなる等、乗客の利便性が向上する。 

 

 （機能例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：相模原市 MM 啓発事業チラシ 
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２．バスロケーションシステムを活用したバス運行情報案内表示機の設置 

 利用者の利便性の向上及び鉄道等から路線バスへの乗継ぎに伴う抵抗感の軽減を図るため、 

バスロケーションシステムを活用し、各乗場発車時刻等の詳細情報をリアルタイムに表示するバス運

行情報案内表示機を設置する。 

 

  （設置例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （機能例：ＪＲ相模原駅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 駅を出発する路線バスの運行情報を出発時間順（または乗り場順）に表示。 

日本語と英語表記の切り替えやバスのりば案内図を切り替えて表示。 

※２ 駅を出発する系統の平均遅延時分など、運行に係る情報を表示。 

 

 

実施結果 

１． バスロケーションシステム 

令和５年度は補助実績なし 

相模原市域を出発地とするアクセス件数１日あたり３８，２６２件（令和５年度実績） 

 

２．バス運行情報案内表示機の設置 

 令和５年度は補助実績なし 

 これまで市内３箇所に設置（田名バスターミナル、ＪＲ相模大野駅、ＪＲ相模原駅） 

その他 

課題等 
 

類似事例 東京都営バス、横浜市営バス、川崎市営バス、東急バス等 

連絡先 
相模原市 都市建設局 まちづくり推進部 交通政策課  

電話 ０４２－７６９－８２４９ 

備考 https://www.kanachu.co.jp/dia/ （神奈川中央交通(株)ホームページ 時刻表・運賃案内） 

 

写真：JR相模原駅の神奈中バス運行情報案内表示機 

※１ 

※２ 
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［３－Ｇ－０３］バス運行情報システムの導入 
 

分類 公共交通の連続性や利便性の向上 

細分類 各種情報提供 

実施主体 神奈川中央交通株式会社（平塚市は導入又は設置に対し補助を実施） 

実施時期

（期間） 
平成２２年１２月１６日から順次実施 

対象地域 平塚市 

実施段階 本格実施 

実施目的 

  路線バス利用者が、スマートフォンや携帯電話、インターネット接続したパソコンなどを用い

て、バスの運行状況をリアルタイムに把握できるようになることで、外出時の待ち時間の短縮

などが図られ、公共交通の利便性を高められる。 

コスト及び

財源 

（バスロケーションシステム 車載器設置費用） 補助率 １／３ （国土交通省との協調） 

（バス時刻表等案内システム システム導入費用） 補助率 １／３（補助限度額３００万円、 

国土交通省との協調） 

実施概要 

バスロケーションシステムとは、バスにＧＰＳ装置を搭載しバスの位置情報を把握することで

リアルタイムな運行情報を把握でき、バスの接近情報や目的地の到着予測時間、バスの到着

予測時間を加味した小田急線との接続案内などを検索することができるシステムであり、平成

２２年度に平塚営業所で保有しているバス１１６台にシステムを導入した。 

また、令和２年３月に、平塚駅北口駅前広場に、多言語で目的地までのバス路線を検索で

きるタッチ式デジタルサイネージ（「多言語による目的地検索システム」）およびバスロケーショ

ンシステムを活用し、発車時刻などの詳細情報をリアルタイムに表示することができる「バス運

行情報案内表示機」を設置し、運用を開始した。 

 

 

 

（バスロケーションシステム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

184



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（バス時刻表等案内システム） 

 

 
 

実施結果 

（バスロケーションシステム） 

令和５年度の１日あたりのアクセス件数は、パソコンでは 12,142 件、スマートフォンでは

15,176 件、携帯電話では 208 件であった。 

（バス時刻表等案内システム） 

令和５年度の１日あたりのバス路線検索利用数は、平均８５回であった。 

その他 

課題等 
 

類似事例  

連絡先 
平塚市 まちづくり政策部 交通政策課 交通政策担当  

電話 ０４６３－２１－９８４０（直通） 

備考 
 

 

 

 

【出典】神奈川中央交通株式会社資料 
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［３－Ｇ－０４］バス運行情報システムの導入 
 

分類 公共交通の連続性や利便性の向上 

細分類 各種情報提供 

実施主体 藤沢市、バス事業者 

実施時期

（期間） 
平成 17 年３月～ 

対象地域 藤沢市 

実施段階 本格実施 

実施目的 

 

 

パソコンや携帯電話を用いてバスの運行情報を提供し、バス利用者のバス待ち時間短縮

などによる利便性の向上を図る。 

 

 

コスト及び

財源 
 

実施概要 

１．バス運行情報システム（バスロケーションシステム）の概要 

ＧＰＳ等を用いてバスの位置情報を収集し、バス停や駅、病院などの主要施設に設置し

た表示板、携帯電話、パソコンに情報提供するシステム。これにより、渋滞や雨などの理

由によりバスが遅れているときのバス待ちのイライラを解消したり、遅れが生じている場合

は自宅や施設の待合室等で待つことができ、利用者の利便性の向上を図ることで、自家

用車から公共交通への転換も期待される。 

市はバスロケーションシステムの導入費用の一部をバス事業者に対し、国土交通省と

協調して補助を行う。（負担割合：バス事業者１／２、国１／４、市１／４） 

 

■バスロケーションシステム概要図 
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２．バス運行情報システム（バスロケーションシステム）の導入路線 

・平成２２年１２月に神奈川中央交通（株）、(株)藤沢神奈交バスが営業する藤沢市内およ

び藤沢市内と他市を連絡する全路線に導入。 

・平成２９年２月に(株)江ノ電バス藤沢が営業する藤沢市内および藤沢市内と他市を連絡

する全路線に導入。 

 

３．補助対象車両数 

３２３台 

平成１６年度：神奈川中央交通（株）綾瀬(営) ２台 

：神奈川中央交通（株）茅ヶ崎(営) ２台 

平成１７年度：神奈川中央交通（株）茅ヶ崎(営) ２台 

平成２１年度：神奈川中央交通（株）藤沢(操) ９７台 

：(株)藤沢神奈交バス藤沢(営) ７台 

平成２２年度：神奈川中央交通（株）綾瀬(営)１０６台 

      平成２８年度：(株)江ノ電バス藤沢湘南(営)１０７台 

実施結果 

２０１０年３月時点では、１日平均６００件ほどアクセスであったが、その後、利用者数は

増加し、サービスエリアが拡大した２０１０年１２月の段階では、１日平均約１，７００件と急

増した。２０１２年１月時点では、３，９００件のアクセスとなり、２０１０年３月に対しての６．

５倍に利用が拡大した。２０１３年３月に神奈川中央交通(株)の運行する全路線で導入さ

れ、同時にスマートフォン対応に変更された。 

なお、２０１８年に(株)江ノ電バス藤沢にバスロケが導入されたことで市内を運行する全

路線で使用できるようになった。 

その他 

課題等 
 

類似事例 
横浜市営バス、川崎市営バス、川崎鶴見臨港バス、東急バス、 

神奈川中央交通(株)（厚木・愛甲地区等）ほか 

連絡先 藤沢市 計画建築部 都市計画課 電話 0466-25-1111 内線 4212 

備考 
http://www.kanachu.co.jp/ （神奈川中央交通(株)ホームページ） 

https://www.enoden.co.jp/bus/ （(株)江ノ電バスホームページ） 
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［３－Ｇ－０５］バスマップの作成・配布 
 

分類 公共交通の連続性や利便性の向上 

細分類 各種情報提供 

実施主体 

酒匂川流域地域公共交通活性化検討会(平成 21 年～30 年) 

小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町 

神奈川県西部広域行政協議会都市交通部会（令和元年～ ） 

小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町 

実施時期

（期間） 
平成 21 年度～ 

対象地域 
県西部都市圏２市８町（令和元年～） 

小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町 

実施段階 本格実施 

実施目的 
地域公共交通を活性化し、支えていくための取組の一環として、バス交通の利便性向上、利

用促進を図る。 

コスト及び

財源 
約 1,399 千円 公益財団法人神奈川県市町村振興協会助成金 

実施概要 

酒匂川流域２市５町による「さかわがわ流域バスマップ」に、箱根町、真鶴町、湯河原町を追

加し、令和2 年度から県西地域２市８町のすべての地域を網羅するバス路線図とバスの利用方

法などを掲載した「県西部都市圏バスマップ」を作成。公共施設の窓口等で配布するとともに、

ホームページに掲載する。 

 

【バスマップ作成実績】                            

                           

平成 21 年度 酒匂川流域地域公共交通活性化検討会による 

  ～      「さかわがわ流域バスマップ」の作成。 

平成 30 年度 

 

令和 元 年度 県西地域２市８町のバスマップ製作に係る検討実施。 

令 和 ２年 度 県西地域２市８町による「県西部都市圏バスマップ」を作成。 

令 和 ３年 度 県西地域２市８町による「県西部都市圏バスマップ」を作成。 

令 和 ４年 度 県西地域２市８町による「県西部都市圏バスマップ」を作成。 

【表紙】 
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【掲載面】 

 

                             

 

実施結果 
・令和２年度に、対象範囲２市８町に拡大するとともに、観光情報や路線バスの時刻検索用

QR コードを追加し、利便性が高く、わかりやすい新しいバスマップの作製を行った。 

その他 

課題等 

・バスマップのニーズはあるが、実際の利用促進に繋がっているか効果が見えにくい。 

・広告収入の活用など、持続可能な事業体制の構築が必要。（バスマップ掲載情報の更新、 

製本、配布等に要する財源等の確保が課題。） 

類似事例  

連絡先 
神奈川県西部広域行政協議会都市交通部会（小田原市都市部まちづくり交通課） 

〒250-8555 小田原市荻窪 300 ＴＥL0465‐33‐1405 

備考 

 

 

 
https://www.city.odawara.kanagawa.jp/municipality/c-planning/traffic/bus_t/rosen/kenseibutosiken_bus_map.html 
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［３－Ｇ－０６］バス運行情報システムの導入 
 

分類 公共交通の連続性や利便性の向上 

細分類 各種情報提供 

実施主体 神奈川中央交通株式会社及びグループ各社並びに伊勢原市 

実施時期（期

間） 
平成２２年１２月１８日から稼働 

対象地域 伊勢原市 

実施段階 本格実施 

実施目的 

 

パソコンや携帯電話、スマートフォンを用いてバスの現在位置やバス停への到着予定時刻

などの運行情報をリアルタイムでバス利用者に提供することで、路線バスの利便性を向上さ

せ、公共交通機関としてのバスの利用を一層促進することを目的とする。 

 

コスト及び

財源 

 事業費 １４，３５０，０００ 円（車載器設置費用１基当たり３５万円×４１基） 

 うち、伊勢原市補助額 ３，５８７，５００ 円（国土交通省との協調、市負担率１／４） 

実施概要 

 ＧＰＳバスロケーションシステムについて、神奈川中央交通株式会社伊勢原営業所の保有

する４１台のバス車両に整備を実施した。 

  

 
資料：神奈川中央交通株式会社 
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実施結果 平成２２年１２月１８日運用開始 

その他 

課題等 
－ 

類似事例 東京都営バス、横浜市営バス、川崎市営バス、東急バスなど 

連絡先 
伊勢原市 都市部 都市政策課 

0463-94-4739（直通） 

備考 

http://real.kanachu.jp/sp/ （神奈川中央交通 バスロケーションシステム） 

 

ＧＰＳバスロケーションシステムについて、令和５年３月末時点の伊勢原営業所が所有する

バス車両 90 台について整備されている。 
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［３－Ｇ－０７］公共交通に関するリーフレットの作成・配布 
 

分類 公共交通の連続性や利便性の向上 

細分類 各種情報提供 

実施主体 伊勢原市 

実施時期（期

間） 
平成元年度から 

対象地域 伊勢原市 

実施段階 継続中 

実施目的 
公共交通の便利な使い方などの情報をリーフレットとして市民に配布することで、公共交通

の利用を促進し、公共交通サービスを将来にわたって維持・充実していくことを目的とする。 

コスト及び

財源 
一般財源 印刷製本費 

実施概要 

１ 主な配布先 

・公共施設（市役所・公民館、子育て支援センター、地域包括支援センター等） 

・公共交通機関（駅、バス車内、タクシー車内） 

・警察署 

・金融機関等（郵便局、銀行） 

・農協 

・スーパーマーケット 

 

２ 配布部数 

 令和元年度 ２，５００部  配布物：みんなで乗ろういせはらの公共交通  

2019（H31.3 作成） 

 令和２年度 ７，５００部  配布物：伊勢原市公共交通の極（R2.4 作成） 

 

【伊勢原市公共交通の極】 
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実施結果 市民に公共交通の便利な使い方などの情報提供を行い、公共交通の利用を促進した。 

その他 

課題等 
― 

類似事例  

連絡先 
伊勢原市都市部都市政策課 

0463-94-4739（直通） 

備考 
伊勢原市ホームページ 

https://www.city.isehara.kanagawa.jp/docs/2020061500026/ 
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